
 

            （単位：千円）

  科         目 金      額   科         目 金      額

流 動 資 産 4,689,802 流 動 負 債 3,083,244

現 金 及 び 預 金 159,502 買 掛 金 2,332,242

受 取 手 形 115,766 リ ー ス 債 務 14,327

売 掛 金 1,871,163 未 払 金 380,194

商 品 1,026,710 未 払 法 人 税 等 102,818

貯 蔵 品 1,782 未 払 費 用 114,626

短 期 貸 付 金 1,355,076 前 受 金 830

そ の 他 流 動 資 産 159,967 預 り 金 132,455

貸 倒 引 当 金 △ 167 そ の 他 流 動 負 債 5,748

固 定 資 産 5,532,835 固 定 負 債 98,350

  有 形 固 定 資 産 3,946,131 退 職 給 付 引 当 金 70,789

建 物 892,901 リ ー ス 債 務 27,560

構 築 物 183,585

機 械 装 置 417,384

導 管 1,059,762

貸 付 消 費 設 備 292,320 負 債 合 計 3,181,594

車 両 運 搬 具 1,567

工 具 器 具 備 品 151,042

土 地 878,236

リ ー ス 資 産 68,644 株 主 資 本 6,913,089

建 設 仮 勘 定 686 資  本  金 300,000

利 益 剰 余 金 6,613,089

  無 形 固 定 資 産 16,600     利 益 準 備 金 75,000

借 地 権 9,274     その他利益剰余金 6,538,089

電 話 加 入 権 7,326     　別途積立金 4,830,000

      繰越利益剰余金 1,708,089

  投資その他の資産 1,570,102

投 資 有 価 証 券 462,932 評価・換算差額等 127,953

関 係 会 社 株 式 777,536 その他有価証券評価差額金 127,953

関 係 会 社 出 資 金 4,926

関係会社長期貸付金 15,000 純 資 産 合 計 7,041,042

繰 延 税 金 資 産 183,750

そ の 他 投 資 131,808

貸 倒 引 当 金 △ 5,851

10,222,637 10,222,637
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個 別 注 記 表 

２０２４年４月 １日から 

２０２５年３月３１日まで 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの   

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動 

平均法により算定） 

・市場価格のない株式等  移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げ

の方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法の規定による定率法（ただし、１９９８年４月１日以降取得の建物〔建

物附属設備を除く〕及び２０１６年４月１日以降取得の建物附属設備、構築物に

ついては定額法）を採用しております。なお、取得価格１０万円以上２０万円未

満の減価償却資産については、一括償却資産として３年間で均等償却する方法に

よっております。 

（２）無形固定資産 

法人税法の規定による定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

（２）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己都

合による期末要支給額を計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

商品又は製品の販売に係る収益は、主に、液化石油ガスの充填・配送による卸売又

は小売及び導管供給による小売等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商

品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を

引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足され

ると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 

 

 

 



 

Ⅱ 当期純損益金額 

当期純利益の金額 ２４５，４０８千円 

 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 


